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原発事故による商工業等への営業損害賠償 

打ち切り案の提示に強く抗議し撤回を求める申し入れ 

東京電力と経産省資源エネルギー庁が、商工業等の営業損害賠償打ち切り案を示したこと

が、県内の商工団体・業者をはじめ県民全体に大きな衝撃を与えている。 

大震災と原発事故から３年 10 カ月が経過したが、避難を余儀なくされた事業者の多くは

今も営業再開すらできていない。また、原発事故の影響は、実害と風評の両面で今も商工業

者を避難区域の内外を問わず苦しめている。県内商工業者が、原発事故さえ起こらなければ

受けることのなかった困難に見舞われていることは明白であり、今後もその被害と影響は長

期に及ぶことが予想される。実態をかえりみない賠償打ち切りが強行されれば、多くの事業

者が営業存続困難に追い込まれ、本県経済全体にとって取り返しのつかない事態を招きかね

ない。 

県民・県内業者の受けている被害の実態を見れば、少なくとも事故以前の生業が取り戻さ

れるまで一つ一つの事業者について丁寧に状況をつかみその損害について賠償継続すること

は、加害者である国と東京電力の当然の責任である。時間の経過のみを根拠に賠償打ち切り

を持ち出すこと自体加害責任の放棄であり、今回の賠償打切り案の提示に強く抗議し撤回を

求めるものである。 

以下、申し入れる。 

記 

一、2014 年 12 月 25 日に示した商工業等への営業損害賠償打切り案を撤回し、2015 年２月以

降も県内商工業者の受けた被害の実態に見合った賠償を継続すること。 

以 上 


